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別紙A. アメリカ

Owens Corning 社

① 企業概要 

別紙-図表 1．企業概要
設立年 1938年

事業内容 断熱材、屋根材、ガラス繊維複合材の開発・製造・販売

事業展開地域 全世界 37カ国で事業展開

売上げ 64億ドル（2017年）

従業員数 17,000人（2017年 12月）

上場取引所名 ニューヨーク証券取引所

開示媒体の掲載場所 企業のウェブサイト

② ベストプラクティスとしての選定理由 

 米国における開示例として、RobecoSAM Gold Class Awards 20181を獲得している当社を選定。

③ 調査対象としている報告書 

 法定開示書類： 2017 Annual Report2（Form 10-K, 年次報告書）
 任意開示書類： 2017 Sustainability Report3（サステナビリティ報告書）

④ 法定開示内容と任意開示内容の比較 

 ESG報告の観点からの、当社における法定開示書類と任意開示書類の機能の違いは以下の通り
となる。

別紙-図表 2．法定開示内容と任意開示内容の比較 

法定開示書類 任意開示書類

対象ユーザー 投資家等 マルチステークホルダー

使用／参照枠組み Form 10-K 主に GRI 

主な機能 主に、財務諸表に影響を与えている（与

えうる）リスク事項として、環境関連

事項や従業員事項を開示

・ 法定開示書類（年次報告書）に記載

されていない以下の事項を開示：

- 当社が策定した 2020 
Sustainability Goalsに基づく取組
み内容と進捗状況

- サステナビリティ報告における

マテリアリティの考え方やガバ

ナンス体制

1 RobecoSAM社が毎年実施している Corporate Sustainability Assessment (CSA) による評価結果に基づくもの。CSAは、企業の公開情報に
加え、質問票を通して企業から情報提供を受けて実施されている。2017年度は、3,500社超に CSAへの参加を呼びかけ、2,479社（う
ち、942社が積極的に参加）に対して CSAを行い、条件を満たす高スコアの 479社が“Sustainability Yearbook2018”に掲載された。掲載
された企業のうち、73社が最高位の RobecoSAM Gold Classを取得している。（出所：RobecoSAM社のウェブサイト）
2 http://s21.q4cdn.com/855213745/files/doc_financials/2017/annual/Annual-Report-Final-Bookmark.pdf 
3 https://www.owenscorning.com/corporate/sustainability/docs/2018/OwensCorning_2017SustainabilityReport.pdf 



A-3 

⑤ 法定開示書類の目次（2017 Annual Report） 

別紙-図表 3．法定開示書類の目次

出所：Owens Corning社の年次報告書 2017
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⑥ 法定開示書類の主な内容（2017 Annual Report） 

 Regulation S-K上の開示要請事項 

Form 10-Kにおける開示要請事項：
第 101項（事業の説明）、第 103項（法定手続）、第 303項（MD&A）、第 503項（リスク要因）

 Regulation S-Kに基づく実際の開示の概要
 Form 10-Kの Item 1（事業の概要）（P5）

「環境管理」の項目を設定し、当社が関連する全ての法規制を確実に遵守し、企業のサステ

ナビリティと環境スチュワードシップに係る高い基準を満たすための方針と手順を確立してい

ることを述べた上で、自社の全製造工場が ISO14001 の認証を取得していること、当社のサス
テナビリティ目標の達成に向けて環境等のパフォーマンス改善に努めていることを簡潔に記載

している。

環境管理に係る法規制により、資本支出や競争的地位に重大な負の影響はなかったとした上

で、報告年度におけるそれら法規制への遵守に係る費用を提示し、今後も世界各国の法規制の

遵守を継続するために、設備等への投資を継続すると述べている。

環境債務に係る事項について、以下の事項を述べている。

自社が所有している（もしくはしていた）工場サイトを含む、複数のサイトにおいて、法

規制等に基づき環境汚染浄化活動に責任を負っている。また、今後、複数のサイトにおい

て、環境債務を負う可能性がある。

既に環境汚染浄化活動に従事しているサイトに係る債務は、企業にとって重大な影響を及

ぼすものではない。

報告年度における環境債務の増加額、増加の理由や増加額の支払い方法等

 Form 10-Kの Item 1A（リスク情報）（P8～P14）
以下のリスクについて言及している（以下は例示）：

エネルギー価格に影響を受ける天然ガス・サービスを大量に消費していることから、それ

らの価格上昇により利益が低減しうるとした上で、特に気候変動を含む環境に係る法規制

によりエネルギー価格が上昇する可能性がある。

自社において、世界各国の腐敗防止に係る法規制の遵守を強制し、腐敗防止プログラムを

継続しているものの、必ずしも従業員による法規制違反を防止できない可能性がある。

現在及び元関係者（従業員、委託先、サプライヤー）による秘密情報の漏洩による損害が

生じうる。

従業員給付制度の費用を含む労働コストが上昇していること、従業員のストライキやその

他の衝突、特に団体交渉契約の更新時の交渉において、業務停止や影響を受ける施設にお

ける費用の増加の可能性がある。

将来において環境法規制の遵守に係る大規模な費用が生じる可能性がある。

シニアマネジメントチームや熟練で経験のある従業員の退職や追加的な雇用の失敗は企業

の財務状態や経営成績に負の影響を及ぼし得る。
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通常業務の過程において、訴訟を含む法的手続き（環境関連を含む）により生じる事業、

財務や経営に及ぼす影響がある。

事業買収、統合、ジョイントベンチャーの設立等により生じうるリスクとして、主要な従

業員の退職等を挙げている。

 Form 10-Kの Item 3（法定手続）（P18）
環境の法手続きについて、当局からの違反通知内容やそれらへの対応等を提示している。

 Form 10-Kの Item 7（MD&A）（P27、34）
環境汚染浄化費用の増加額について言及。

労働の安全が雇用条件であることとした上で、組織全体の期待が、労働の安全・衛生、製造

プロセスの改善、費用削減、評判の向上につながっているという考えを提示。

労働の安全については、世界的なリーダーになるための取組みを推進しているとした上で具

体的な取組みについて述べている。なお、具体的な取組みとは、米国労働省が定義する記録可

能な労働災害発生率（Recordable Incidence Rate）に基づき安全の取組みに係る進捗を計測して
いることであり、昨年度よりわずかに改善されていることに言及している。

⑦ 任意開示書類の主な内容（2017 Sustainability Report） 

 概要

 本報告書は、主に、当社が策定した 2020 Sustainability Goalsの取り組み内容と進捗状況を、マ
ルチステークホルダーに対して報告する機能を持つ任意開示資料となる。

 マテリアリティトピック（2020 Sustainability Goals）の特定・評価・更新プロセスも提示するこ
とで、ステークホルダーに対する取組みの透明性を確保している。

 年次報告書に記載されている財務諸表に影響を与えている、もしくは与えうる ESG 事項につ
いては、本報告書でも記載されているものの、詳細は年次報告書を参照するように誘導してい

る。

 主な内容（年次報告書に対しプラスアルファとなる内容）

 ESG要素を組み込んだ経営の意思決定枠組み（P5）
冒頭の CEO及び CSO（Chief Sustainability Officer）によるメッセージにおいて、当社の経営

に係る意思決定枠組みは、財務的強み、ハイパフォーマンスの従業員、顧客中心のイノベーシ

ョン、優れた業務の遂行及び世界水準のサステナビリティであるとして、本枠組みに基づき、

2020 Sustainability Goalsに係る取組みがなされていることが記述されている。
同メッセージにおいて、事業を通した国連持続可能な開発目標（SDGs）へ貢献するというコ

ミットメントを提示している。

 マテリアリティトピック（2020 Sustainability Goals）の特定・評価・更新（P18～P33）
事業・経営リスク、及び事業やステークホルダーのニーズや優先順位の変化に沿ったサステ
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ナビリティ報告を行うため、内外のステークホルダーへのインタビュー調査を通して、マテリ

アリティの特定・更新を実施している。

マテリアリティトピック（2020 Sustainability Goals）としては、製造物責任、環境責任、社会
的責任、サプライチェーン責任、経済的責任の 5分野、18事項を、マテリアリティ・マトリク
スにて提示している。当社が与える影響の重要性とステークホルダーの意思決定や認識に与え

る影響の重要性により優先順位付けを行っている（別紙-図表 4）。さらに、マテリアリティトピ
ックと SDGsの関連付けも行っている。

別紙-図表 4．マテリアリティ・マトリクス

出所：Owens Corning社のサステナビリティ報告書 2017（みずほ情報総研が赤線・赤枠・和文を追
記）

 マテリアリティトピック（2020 Sustainability Goals）に係る報告（P34～P179）
上記の 5 つのマテリアリティトピックを以下別紙-図表 5 のとおり小分類化し、その小分類
ごとに、戦略・アプローチ、目標及び活動成果を報告している。

別紙-図表 5．マテリアリティとその小分類
マテリアリティ マテリアリティの小分類

製品責任 建築科学、製品イノベーション、製品の持続性とスチュワードシップ

環境責任 気候変動、エネルギー、温室効果ガス排出量、水資源、廃棄物、生物多様性保全、

環境制御

社会的責任 従業員事項（employee experience）、人権、健康、安全、コミュニティインパクト

サプライチェー

ン責任

サプライチェーンの持続可能性
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マテリアリティ マテリアリティの小分類

経済的責任 成長戦略と繁栄、経済的インパクト

出所：Owens Corning社のサステナビリティ報告書 2017より、みずほ情報総研が作成

各マテリアリティ事項の目標と 2017年の進捗状況は以下別紙-図表 6に提示されている。

別紙-図表 6．各マテリアリティトピックの目標と 2017年度の進捗状況
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出所：Owens Corning社のサステナビリティ報告書 2017 

 リスク（P190～P191）
各種リスク関連事項については、Form 10-Kを参照するように誘導している。

 コーポレートガバナンスの一般事項と多様性方針（P181～P200）
コーポレートガバナンス事項は、主に自社のコーポレートガバナンスガイドラインとビジネ

ス行為規範により管理されているとし、取締役会、委員会、利益相反や報酬方針等について言

及している。中でも、ガバナンス・指名委員会の設立趣意書は、特に、事業経営等に係る取締

役会の能力を向上させる主要な施策として多様性を求めており、取締役会の性別や人種に係る

多様性の向上の成果について述べている。

 ESG要素を執行役員の報酬制度へ反映（P181～P200）
報酬政策に関しては、執行役員の報酬の 80％については、個人業績と企業業績に基づく。中
でも、個人業績は、環境、安全、財務、資質管理、評判リスク、コンプライアンス、リスクマ

ネジメント及び個人の役割に沿ったその他事項に基づき評価されるとしている。これは、「報酬

は株主のための長期的で持続可能な成長と合致し、それを向上させるものでなければならない」

という当社の報酬方針の中核的な考えを反映させたものとなっている。

 取締役会が監督するサステナビリティ事項に係るガバナンス体制（P181～P200）
取締役会が監督するサステナビリティに係るガバナンス体制を整備している。本体制に

より、経済、環境及び社会的事項を含む全てのサステナビリティ事項の評価と意思決定を行

うとしている（別紙-図表 7）。
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別紙-図表 7．サステナビリティガバナンス体制

出所：Owens Corning社のサステナビリティ報告書 2017 

 開示フレームワーク（P202～P205）
 GRIスタンダードの包括オプションに準拠して作成されている。さらに、CDP、ダウジョーン
ズサステナビリティインデックス、SDGs やその他ステークホルダーの要請に関連する開示に
も取り組んでいる。

 先進的な取組み（P205, P230～P232）
 情報開示における透明性や報告データの信頼性を向上させるために、独立した第三者保証

（SCS Global Services社）を受けている。
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別紙B. イギリス

Marks & Spencer 社（M&S 社）

① 企業概要 

別紙-図表 8．企業概要
設立年 1884年

事業内容 食品及び衣料・家庭用品の小売業

事業展開地域 イギリス、欧州、中東、アジア、米国、オーストラリア

売上げ 106億ポンド（連結、2017年）

従業員数 85,209人（2017年 4月）

上場取引所名 ロンドン証券取引所

開示媒体の掲載場所 企業のウェブサイト

② ベストプラクティスとしての選定理由 

 M&S社は、PwC社による FTSE 350における企業報告賞 2018（Building Public Trust Award for 
Reporting in the FTSE 350）において 1位を受賞している。

 年次報告書において、当社の持続可能なビジネスプログラムである“Plan A”を踏まえ、重要
な ESG要素がビジネスモデル、価値創造プロセス、KPI、リスクマネジメントやガバナンス体
制に組み込まれており、図と記述で分かりやすく提示されている。

③ 調査対象としている報告書 

 法定開示書類：Annual Report & Financial Statements 2017 - Making Every Moment Special - 4（年

次報告書 2017）
 任意開示書類：Plan A Report 2017 - Plan A because there is no Plan B -5*（Plan A報告書 2017）

*2007 年に公表された持続可能なビジネスプログラム「Plan A」で掲げられた目標の進捗状況
を報告するもの

④ 法定開示内容と任意開示内容の比較 

 ESG報告の観点からの、当社における法定開示書類と任意開示書類の機能の違いは以下の通り
となる。

4 https://corporate.marksandspencer.com/investors/reports-results-and-presentations 
5 https://corporate.marksandspencer.com/documents/reports-results-and-publications/plan-a-reports/plan-a-report-2017.pdf 
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別紙-図表 9．法定開示内容と任意開示内容の比較
法定開示書類 任意開示書類

対象ユーザー 投資家 マルチステークホルダー

使用／参照枠

組み

IIRC  GRI  

主な機能 財務情報に Plan Aを踏まえた社会・環境

情報を統合させて、投資家にとって重要

な ESG情報を提示。

年次報告書で記載されている Plan Aを踏

まえた社会・環境情報に係るパフォーマ

ンスの詳細を読み易い形で提示。年次報

告書で記載されている持続可能な価値創

出に文脈を提供。

⑤ 法定開示書類の目次（Annual Report & Financial Statements 2017） 

別紙-図表 10．法定開示書類の目次

出所：M&A社の年次報告書 2017 

⑥ 法定開示書類の主な内容（Annual Report & Financial Statements 2017） 

 会社法上の開示要請事項 ※会計年度 2016/2017に適用されるもの

戦略報告書における開示要請事項：

会社法 2006：第 414C条(7)(a)、第 414C条(7)(b)、第 414C条(8)

取締役報告書において以下事項の開示を要請：

Large and Medium-sized Companies and Groups (Accounts and Reports) Regulations 2008：
Part 7第 15条(2)(3)(4)、第 17条、第 18条

 会社法に基づく実際の開示の概要

 事業の発展・業績・位置付けに影響を及ぼし得る主要な潮流と要因



B-12 

本事項については、各所で述べられている。中でも、マーケット及び顧客に係る洞察（Market 
& Customer Insights）において、顧客の動向、市場の競争環境などがまとめて述べられている（戦
略報告書 P6-7）。

ESG関連の潮流については、例えば、以下事項について記述されている（戦略報告書 P23～
P25）。
顧客が食品の原産地に高い関心を持っている潮流を説明した上で、自社の成功にとって食

品サプライチェーンへの信頼は不可欠であるとし、サプライヤーとの関係性について言及

している。

市場の競争が増している潮流に触れた上で、自社ブランドと顧客の関係性を維持すること

が重要とし、そのための手段（新規マーケティングの導入等）を述べている。

 当社の持続可能なビジネスプログラムである Plan Aを組み込んだビジネスモデル
（戦略報告書 P12～P25）

6つの資本（財務、製品・チャネル、知的資本、従業員、ステークホルダー、及び自然資源）
の効果的な活用を通した長期的な価値創出を行うビジネスモデルについて、Plan Aをその基礎
に据えて提示している（別紙-図表 11）。
これらの資本は、外側にビジネスプロセス（"Listen & Respond,” →“Strategy & Planning,” →

“Develop & Design,” →“Source & Buy,” →“Brand & Sell,” →“Serve & Engage”）に投入され、当
社のコアバリューである “Inspiration,” “Innovation,” “Integrity,” 及び “In Touch” を生み出すよ
うにマネジメントされている。こうした当社のコアバリューが当社の事業活動に反映され、顧

客に対する製品やサービスの提供を通して、当社の上位目標（core purpose）である“Making every 
moment special”につながることを示している。Plan Aはこうした長期的な価値創出の基礎とし
て位置づけられている。

別紙-図表 11．M&S社のビジネスモデル

出所：M&A社の年次報告書 2017（みずほ情報総研が赤線・赤枠及び和文を追記）
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その上で、以下別紙-図表 12において、ビジネスモデル上の 6つの資本が、どのように財務
的価値や非財務的価値を生み出すのかという点について、中核的な目標（core objective）を財
務、非財務及び戦略に分けて提示した上で、それぞれについて、ビジネスモデル、関連リスク

要素、ガバナンス体制（取締役会を含めた体制）、活動成果（output）、中長期的な成果（outcome）
を提示している。

非財務に係る中核的な目標（core objectives）として掲げられている事項としては、「顧客満
足」、「従業員育成」、「誠実な製品・サービスの調達」、及び「効率的で責任ある事業運営」とな

っている。また、これらの中長期的な成果としては、「消費者からの評判の維持・向上」、「従業

員の熟練度合いと献身さの更なる向上」、「サプライヤーやコミュニティとの関係強化」及び「イ

ノベーションと機敏性に富む文化」が挙げられている。

環境・社会や人権事項については、製品調達において、品質、安全性や持続可能な調達に関

して、顧客の期待を上回る形で行うことにより差別化を図るビジネスモデルを踏まえ、例えば、

以下の事項が記載されている。

「誠実な製品・サービスの調達」の非財務目標の下、主に調達（Source & Buy）に関連させ
て、方針や手法が記述されている。また、調達における CSRを自社のレピュテーションリ
スクとして特定している。さらに、関連する活動の成果を評価する、Plan Aクオリティ6の

調達割合の KPIも設定している。
上記とは別に、非財務目標の「効率的で責任ある事業運営」に関して、環境に係る KPIと
して GHG排出量（総量と単位床面積当たり）も提示している。
従業員事項については、高水準のサービスの提供を通して顧客からの強い信頼を得ることに

より、差別化を図るビジネスモデルであること、そのために従業員の資質が重要であることを

踏まえて、例えば、以下の事項が記載されている。

従業員の育成方針や方法

従業員に係る「資質と継承」のリスク

従業員事項に係る KPI（従業員育成に関連する活動の成果を評価する従業員エンゲージメ
ントスコア）

コミュニティについては、コミュニティへの支援やボランティアを通して、ブランドを生活

に浸透させていくことで差別化を図るビジネスモデルであることを踏まえ、例えば、ボランテ

ィア活動の実績が記載されている。

6 調達、生産、供給、使用、廃棄において、環境・社会的影響の少ない製品
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別紙-図表 12．M&S社の価値創出プロセス

出所：M&A社の年次報告書 2017（みずほ情報総研が赤枠を追加）

 取締役、シニアマネージャー及び従業員の性別ごとの人数に係る情報

（従業員については戦略報告書 P22、取締役については取締役報告書 P38）

以下の通り、別紙-図表 13で提示している。
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別紙-図表 13．取締役会や従業員の性別構成

出所：M&A社の年次報告書 2017

 温室効果ガス（GHG）排出量（取締役報告書 P82）
会社法で求められている企業の直接GHG排出量である Scope 1、エネルギー起源の間接GHG
排出量である Scope 2 に加えて、その他の間接的な排出量（サプライチェーンでの GHG 排出
量等）である Scope 3について、今年度実績と昨年度実績を提示している。
排出量の算出方法については、バウンダリ設定基準等の参照ガイダンス7とデータを、事業活

動と企業の年間 GHG 排出量の対比関係としては、比較可能性が高い販売フロア 1,000 平方フ
ィート当たりの排出量を記載している。

 上場規則上の開示事項 ※会計年度 2016/2017に適用されるもの

取締役報告書において以下事項の開示を要請：

 上場規則：LR9.8.6(5)(6)
 開示透明性規則： 7.2.2(1)(2)(3)、7.2.3、7.2.8A(1)(2)

7 WRI/WBCSD GHG Reporting Protocols（改訂版）、Scope 2 Guidance (2014)、DEFRA/DECC’s 2016 Greenhouse Gas 
Reporting Guidance
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 上場規則に基づく実際の開示内容

 UKコーポレートガバナンス・コード（CGC）への遵守状況（取締役報告書 P35）
「ガバナンス」の中の「取締役議長によるガバナンスの概観」において、UK CGCに全て遵
守している旨を明記した上で、主要な分野における遵守状況の概要を記載している。

 取締役会の多様性に係る事項（取締役報告書 P46～47）
取締役会に係る多様性方針、その目標と実施方法については、Plan Aを参照するようにと記
載した上で、報告期間における多様性の推進結果を記載している。

 指名委員会の今後の焦点として、多様性、戦略及び事業開発の間の連携を挙げている。

 その他の開示内容

 ESG要素と取締役の報酬制度との連携（取締役報告書 P56-69）
業務執行取締役（顧客、マーケティング及びM&S.com）の報酬制度に関して、年次賞与制度
は Plan A の KPI である「誠実な製品・サービスの調達」、及び「効率的で責任ある事業運営」
とも連動していることを明示している。このことは、当社の ESG戦略である Plan A遂行にか
かるガバナンス体制の実効性の担保状況を示している。

現在、新規の報酬方針をドラフトしており、業績連動株式報酬制度（Performance Share Plan）
について、業績評価において、少なくとも 50％以上の評価を占める財務指標に加えて、数値化
可能な非財務指標を含めることを検討している。

 任意の ESG報告書である Plan A Reportとの関連付け
年次報告書全体を通して、Plan Aとの関連付けを行っている。例えば、年次報告書の「要旨」

(P3)において、Plan Aの目標の数、うち達成の数、未達成の数等を提示している。さらに、任
意の ESG報告書である Plan A Reportとの関連箇所について、マークをつけて明示している。
取締役会議長（P5）の声明においては、Plan Aを通した当社の価値創出について、最高経営
責任者の声明（P10）においては、Plan A をより顧客に焦点を当てたものとする方向性につい
て言及されている。

 非財務情報の開示フレームワーク（P34）
国際統合報告フレームワーク（IIRC）の統合報告原則に従って作成しており、ユーザーに対
して、比較可能性を提供している。

⑦ 任意開示書類の主な内容（Plan A Report 2017） 

 概要

 Plan Aの策定時に掲げられた、経済、環境、社会やサプライチェーンに関する目標の成果や進
捗状況をマルチステークホルダーに対して報告する機能をもつ開示資料となっている。
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 主な内容（年次報告書に対しプラスアルファとなる内容）

 ビジネスモデルと Plan Aの関係（P10）
年次報告書に記載されていたビジネスモデルにおける 6 つの資本と Plan A の目標の関係性
を提示している。

別紙-図表 14．Plan A報告書上のビジネスモデルの図

出所：M&A社の Plan A 報告書 2017 

 過去の Plan Aで提示されているコミットメントの達成状況（P11～P33）
過去に公表したコミットメントに対する実績や達成状況について、「経済」、「環境」、「社会」、

及び「サプライチェーン」の分野ごとに、年次報告書より詳細に提示している。分野毎のコミ

ットメントの分類は以下の通りとなる。

経済：報告と透明性、商品及び販売方法

環境：気候変動と GHG排出、輸送、廃棄物、包装、及び持続可能な建物エネルギー消費と
調達

社会：従業員と多様性、雇用可能性プログラム、従業員の能力強化、衛生と福利厚生、及

びコミュニティ

サプライチェーン：方針、食料品部門、医療・家庭用品部門、不動産と建設部門
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 Plan Aに係るガバナンス体制（P36）
取締役会議長の声明において、担当取締役を含む Plan A（環境・社会事項）に係るマネジメ
ント体制、Plan Aの実施における事業・管理部門との協働体制や社会・環境・倫理リスクマネ
ジメント事項について記載している。

 開示フレームワーク

 GRIの見出し（経済、環境、社会、サプライチェーン）を参照して、Plan A reportを作成して
おり、ユーザーに対して比較可能性を提供している（P34）。

 国連グローバルコンパクトとの対比関係も提示している（P42～P43）。

 先進的な取組み

 「経済」、「環境」、「社会」、及び「サプライチェーン」の各分野において、実施される取組みが

貢献する、国連持続可能な目標（SDGs）の該当目標を提示している。
 既存の Plan A に係る目標について、M&S 社の経営層が最も重要と評価した 36 の目標と 5 つ
の指標に対して、独立した第 3者保証（DNV GL社）を得ている。

別紙-図表 15．マテリアリティ・マトリクスと保証

出所：M&A社の Plan A 報告書 2017（みずほ情報総研が赤線・赤枠及び和文を追記）
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Unilever 社

① 企業概要 

別紙-図表 16．企業概要
設立年 1930年

事業内容 パーソナルケア、家庭用品、食品等の一般消費財の製造・販売

事業展開地域 世界 190か国

売上げ 537億ユーロ（2017年）

従業員数 161,000人

上場取引所名 ロンドン証券取引所

開示媒体の掲載場所 企業のウェブサイト

② ベストプラクティスとしての選定理由 

 ユニリーバ社は、PwC 社による FTSE 350 における企業報告賞 2017（Building Public Trust in 
Corporate Reporting Award for Excellence in Reporting）において 1位を受賞している。

 当社の持続可能な成長戦略である“Unilever Sustainable Living Plan（USLP）”が当社のビジョン、
ビジネスモデル、戦略及びガバナンス体制に組み込まれ、価値創出プロセスを分かりやすく提示

するとともに、USLPの計測可能な目標と報告年度の成果を文章と表で明記している。

③ 調査対象としている報告書 

 法定開示書類：Unilever Annual Report and Accounts 20178

 任意開示書類：Sustainable Living Report 20179（報告書の形ではなくウェブサイトのページ）

④ 法定開示内容と任意開示内容の比較 

 ESG 報告の観点からの、当社における法定開示書類と任意開示書類の機能の違いは以下の通り
となる。

別紙-図表 17．法定開示内容と任意開示内容の比較
法定開示書類 任意開示書類

対象ユーザ

ー

投資家等 ・ 専門家：業績や戦略等に関心がある

NGO、投資家、アナリスト、政府関係者、

世論形成者等

・ 一般：個人的な関心から情報を求める

従業員、求職者、消費者等

使用／参照

枠組み

IIRC ※明記無し GRIガイドライン第 4版

主な機能 USLP が組み込まれたビジネスモデルを踏 USLP そのものに焦点を当てて、USLP の

8 https://www.unilever.com/Images/unilever-annual-report-and-accounts-2017_tcm244-516456_en.pdf 
9 https://www.unilever.com/sustainable-living/our-sustainable-living-report-hub/ 
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法定開示書類 任意開示書類

まえて、USLP の目標に対するパフォーマ

ンスの概要を提供

目標に対するパフォーマンス及びマテリ

アリティの特定等の報告プロセスの詳細

を提示

⑤ 法定開示書類の目次（Unilever Annual Report and Accounts 2017） 

別紙-図表 18．法定開示書類の目次

出所：ユニリーバの年次報告書 2017 
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⑥ 法定開示書類の主な内容（Unilever Annual Report and Accounts 2017） 

 会社法上の開示要請事項 ※会計年度 2016/2017に適用されるもの

戦略報告書における開示要請事項：

会社法 2006：第 414C条(7)(a)、第 414C条(7)(b)、第 414C条(8) 
取締役報告書において以下事項の開示を要請：

Large and Medium-sized Companies and Groups (Accounts and Reports) Regulations 2008：
Part 7第 15条(2)(3)(4)、第 17条、第 18条

 会社法に基づく実際の開示の概要

 事業の発展・業績・位置づけに影響を及ぼしうる主要な潮流と要因（戦略報告書 P8）
本事項については、各所で述べられている。中でも「A changing world」においては、事業に
影響を与える顧客の嗜好、販売チャネル、メディアとブランドコミュニケーションや競争的環

境の変化に加えて、気候変動や水不足の影響による自然環境に係る制約等について述べられて

いる。

 当社の持続可能な成長戦略を組み込んだビジネスモデル（価値創造モデル）

（戦略報告書 P9～P12）
長期的で複合的な成長と持続可能な価値の創出を支える実証されたビジネスモデルについて、

当社の持続可能な成長戦略である“Unilever Sustainable Living Plan（USLP）”を中心に据えて、活
用する資本、価値創出方法、創出された価値を分かり易く提示している（別紙-図表 19）。具体的
には、6つの資本（目的のある従業員、自然資本、財務資本、無形資産、有形資産、ステークホ
ルダーとパートナー）を活用し、上位目標である「To make sustainable living commonplace（サス
テナビリティを暮らしの当たりまえに）」とその下のビジョンである「USLPの実施を通して、環
境負荷を減らし、社会に貢献しながらビジネスを成長させる」に向けて、4つの事業戦略と 4つ
の事業セグメントごとの戦略を遂行することで、5つの価値（消費者利益、企業の成長、健康と
福祉の向上、環境負荷の軽減、生活の向上）を創出するとしている。

USLPに基づく取組みは、上記 4つの事業戦略（ブランドとイノベーションによる勝利、全体
的な継続的改善を通した勝利、市場における勝利、従業員による勝利）や 4つの事業セグメント
ごとの戦略においても組み込まれている。例えば、事業戦略である「ブランドとイノベーション

による勝利」においては、顧客の嗜好が急速に変化する中で変化に迅速に対応する必要性がある

とした上で、顧客が本物で信頼できるブランドをますます求めるようになっている状況下、当社

のビジョンでも言及されている USLPに貢献する Sustainable Livingブランド（高い成長、低コス
ト、低リスク、高い信頼をもたらすブランド）が重要な差別化要因であるとしている。また、4
つの事業セグメントごとの戦略（パーソナルケア、家庭用品、食品とリフレッシュメント）にお

いては、Sustainable Livingブランドを戦略的に位置づけるとともに、それらブランドに係る 2017
年度の成果も記述している。
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別紙-図表 19．価値創出モデル

出所：ユニリーバの年次報告書 2017（みずほ情報総研が赤枠・赤線・和文を追加）

 上記の USLP、その取組み成果とガバナンス体制
（戦略報告書 P13～P14、取締役報告書 P43～P44）

USLPは、当社の持続可能な成長に向けた戦略であり、当社が社会サービスに取り組むことで、
着実に収益性の高い成長が可能であるという考えの下、次の 3つの主要な目標を掲げている：①
2020年までに 10億人以上の人々の健康と福祉を向上させる、②2020年までに環境フットプリン
トを半減させる、③2020 年までに数百万人もの人々の生活を向上させる。なお、これら 3 つの
目標は、別紙-図表 19の価値創出モデルにおいて創出される 5つの価値のうち 3つと一致してい
る。これらの目標について、2017年度における事業を通した取り組み内容とその成果、及び国連
持続可能な目標（SDGs）への貢献について記述している。なお、③の目標において、インクルー
シブビジネス（コミュニティ関連）、責任ある調達方針（サプライチェーン関連）、人権関連の取

り組みについて記述している。

ガバナンス体制としては、企業責任委員会が USLPの進捗と USLPに関連する潜在的なリスク
をモニタリングするとともに、当社の評判を守り高める役割がある。したがって、本委員会は、

当社の社会的地位に影響する可能性のある外部環境の変化を特定し、企業の評判上、適切で効果

的なコミュニケーション方針を確実に策定する役割を担っている。本委員会が、そのモニタリン

グ結果を取締役会に報告することで、取締役会が確実に監督責任を遂行できるようにする。また、
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本委員会による報告の中で、USLP の実績等のレビューや、USLP による当社の評判への影響の
モニタリング等についても記述されている。

なお、戦略報告書 P7において、財務実績とあわせて（財務実績の次ページにおいて）、直近 3
年間の USLPの取り組み実績について表で取り纏めて提示されている。

 ステークホルダーに対する長期的な価値創出（戦略報告書 P11～P18）
当社のステークホルダーである、消費者、社会と環境、SDGs、従業員、パートナー（サプラ
イヤー、顧客、政府、業界団体、NGO）、及び株主に対して、価値を創出する取組み及びその成
果について記述している。

例えば、従業員事項については、次の通り記載されている。従業員が起業家やビジネスオーナ

ーのように働く組織や文化を創出するとした上で、新しいスキルや新しい働き方等の開発を支

援することにより、長期的な価値創出の加速化に重要である優秀な人材の採用や維持につなげ

るとしている。その上で、関連する取組（ビジネスオーナーのマインドセットの開発、ジェンダ

ーの多様性と包摂、労働安全の確保、誠実な業務の遂行）と成果について記述している。

 ESG関連リスク一般事項（戦略報告書 P26～P33）
当社の事業や業績に最も関連のある重要なリスクとリスクマネジメント方法を提示している。

主な ESG関連のリスクとしては、サステナビリティ、気候変動、従業員、サプライチェーンや
安全で高品質製品が挙げられている。事例として、以下を提示する。

サステナビリティリスク：事業の成功は長期的な成長を支える持続可能なソリューション

の特定に依存しているとした上で、そのソリューションが開発できない場合、企業の成長

や将来的な収益を制限し、企業の評判に損害をもたらす可能性があることを記述している。

本リスクのマネジメント方法としては、ユニリーバ・リーダーシップ・エグゼクティブと

取締役会による USLPの進捗モニタリング等を挙げている。
気候変動リスク：気候変動と政府による気候変動対策が事業の中断や製品への消費者需要

の低減をもたらす可能性について記述している。本リスクのマネジメント方法としては、

上記 USLP の中で気候変動をモニタリングし、環境負荷を軽減した事業や製品の開発によ
り対応していることなどが記述されている。

サプライチェーンリスク：当社の事業は、原材料の購入、効率的な製造と消費者へのタイ

ムリーな製品提供に依存するとした上で、当社のサプライチェーンは、物理的損害、環境

や業務上の災害、主要なサプライヤーによる供給途絶等の潜在的な負の影響に晒されてい

ると記述している。本リスクのマネジメント方法としては、事業継続計画による代替的な

サプライチェーンの確保、サプライチェーン上の従業員の衛生と健康の確保と事業の継続

性や災害復旧等の重大な事故への対処に係る方針や手続きの整備などが記述されている。

リスクマネジメント体制としては、取締役会がリスクマネジメント及びリスクマネジメント

と内部統制の有効性のレビューについて全般的なアカウンタビリティを持つとしている。
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 シナリオ分析を含む TCFDに基づく情報の開示（戦略報告書 P32～P33）
当社は、TCFD による提言の実施に対するコミットメントを公表しており、それを踏まえて、
気候変動課題を戦略報告書における情報開示に統合させている。また、気候変動が事業に与える

影響の重要性が増していることから、その取組み内容について、項目を設けて以下の通り説明を

行っている。 ※タイトル横の（）内は TCFDの提言にあわせた項目
ガバナンス（ガバナンス）：取締役会が、気候変動リスクと機会のマネジメントに対する全

体的なアカウンタビリティをもち、ユニリーバ・リーダーシップ・エグゼクティブと USLP
ステアリングコミッティがそれを支援する体制を提示している。

影響の理解（戦略）：TCFDの提言に基づき、複数の温暖化シナリオ（2100年までに 2℃上
昇と 4℃上昇するケース）に基づき、2030年時点における事業への影響分析を行っている。
分析結果として、何も対応策を取らない場合、両シナリオともに、当社に対し、コストの

増大による財務的リスクを生じさせる結果となるものの、対策を取る場合は、ビジネスモ

デルに重大な変更は生じないだろうという結果を提示している。なお、2℃シナリオでは、
社会が急速に GHG 排出を削減させるため、水不足の増大等の重大な物理的リスクはない
と仮定し、規制等の変化による影響（移行リスク）の評価を行っている。4℃シナリオでは、
気候変動政策が野心的ではなく、GHG排出量が高く推移すると仮定し、移行リスクの影響
は含めず、気候変動による物理的リスクのみの評価を行っている。

リスクと機会への対応（リスクマネジメント）：シナリオ分析結果に沿った気候変動リスク

への対応と機会の活用を行っているとし、戦略としてのレジリエンスを主張している。例

えば、2030年までカーボンポジティブ（GHG吸収が排出を上回ること）となる目標を踏ま
え、製造における化石燃料の使用を止め、再生可能エネルギーのみを使用するとし、さら

に使用する以上の再生可能エネルギーを創出することを挙げている。また、バリューチェ

ーン上で温室効果ガス排出と水資源使用を更に抑えた製品の開発を行っていること等が述

べられている。さらに、事業セグメントごとの気候変動への対応策についても記述されて

いる。

計測と報告（指標と目標）：USLPにおいて、バリューチェーンに渡る気候変動リスクと機
会に関連する目標（※）を提示していることを述べた上で、その進捗についてウェブサイ

ト上で公表している旨を記載している。また、バリューチェーンに渡る温室効果ガス排出

量の計測、消費者による水利用、選定された製造に係る環境指標については、第三者機関

（PwC）による保証を受けている旨記載されている。
（※）例えば、2030 年までに製品のライフサイクルに渡る GHG の影響を半減することや
2030年までに事業において、カーボンポジティブとすることが挙げられている。

 温室効果ガス排出量（取締役報告書 P39～P40）
直接排出量である Scope 1、エネルギー起源の間接排出量である Scope 2及び生産量当りの CO2

排出量について、今年度実績と昨年度実績を提示している。また、2016/2017年度に、新たに研
究所、マーケティングや販売オフィス、及び配送センターについても Scope 1、Scope 2及び生産
量当りの CO2排出量について提示しており、バウンダリの拡充に努めていることが伺える。
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これらのデータについて、PwC から保証を受けているものは、マークを付与して明示してい
る。

 上場規則上の開示事項 ※会計年度 2016/2017に適用されるもの

取締役報告書において以下事項の開示を要請：

 上場規則：LR9.8.6(5)(6) 
 開示透明性規則： 7.2.2(1)(2)(3)、7.2.3、7.2.8A(1)(2) 

 上場規則に基づく実際の開示の概要

 UKコーポレートガバナンス・コード（CGC）への遵守状況（取締役報告書 P38～P39）
「株主総会」と「コーポレートガバナンスの遵守」において、遵守状況と遵守していないコー

ドの理由を提示している。

 取締役会の多様性方針（取締役報告書 P46）
当社が世界中の幅広い消費者を踏まえ、従業員の多様性の重要性を踏まえ、取締役会から組

織全体へ広げていくとしている。ユニリーバの取締役会の多様性方針として、性別や人種は重

要な要素ではあるものの、幅広い経験、経歴、スキル、知見や洞察力を基礎として取締役を選定

する方針を述べている。なお、ユニリーバの取締役会の多様性方針はウェブサイト上で公表さ

れており、毎年レビューされている。また、非業務執行取締役の女性比率が 3 分の 1 以上であ
ることや 8つの国籍が含まれていること等を述べている。

 その他の開示内容

 SDGsからのビジネス機会の実現化について言及（戦略報告書 P15）
SDGsへの貢献が少なくとも年間 12兆ドルの市場機会をもたらすとしている。その上で、SDGs
に基づいたビジネス機会とその実現に向けた、USLP を通した取り組みについて例示している。
例えば、「SDG13気候アクション」については、事業による炭素排出削減への投資は、コストや
リスクを削減するスマートな選択であるとした上で、再生可能エネルギーの購入を増やしてい

ること等について記述している。

 ESG要素と管理職や取締役の報酬制度との連携（戦略報告書 P16、取締役報酬報告書 P51～58）
2,872 人のシニア管理職に対する報酬については、固定給、ボーナス、及び財務と USLP（気

候変動、水や責任ある調達目標を含む）とリンクした長期的な Management co-investment plan 
(MCIP、年次ボーナスの一定程度を当社の株に投資する) が含まれており、2018年には現状では
適用されていない管理職に広げていくとしている。

執行役員の業績評価にも USLPとリンクした MCIPに係る指標が含まれている。
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 CEOや CFOとその他のマネジメントレベルの報酬差（Pay Ratio Information）
（取締役報酬報告書 P74）

2019年 1月から適用される Pay Ratio Informationについて、提示している。

⑦ 任意開示書類の主な内容（Sustainable Living Report 2017） 

 概要

 本報告書は主に、年次報告書に記載のあった USLP の実施パフォーマンスの詳細を提示するも
のである。具体的には、USLPの 3つの上位目標、その下の 9つの柱についてのコミットメント
やターゲットに対するパフォーマンスをさらに詳述している。また、年次報告書では明記されて

いないマテリアリティや保証など報告アプローチについても記述している。なお、本報告書は、

報告書という形式ではなく、ウェブサイト上に記載される様式となっている。

 主な開示内容（年次報告書に対しプラスアルファとなる内容）

 当社の持続可能な成長戦略である USLPの実施パフォーマンスを詳述
USLPの 3つの上位目標を達成するための取り組みである、各目標の下の合計 9つの柱の進捗
状況について、その 9つの柱に基づく指標（metrics）やターゲット等を用いて、インタラクティ
ブ・グラフィックスにより視覚的に情報を分かり易く伝えている。
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別紙-図表 20．USLPの進捗状況

出所：ユニリーバの Sustainable Living Report 2017（みずほ情報総研が赤枠・赤線・和文を追加）

 マテリアリティの特定・評価プロセスの明示

本報告書において、年次報告書に記載のない、マテリアリティ特定・評価の考え方（事業にと

っての重要性、ステークホルダーにとっての重要性、自社ビジョンとの合致度合い等）及びプロ

セス（ステークホルダーエンゲージメント等）が詳述されている。よって、特定されたマテリア

リティの妥当性の判断に有用な情報となっている。マテリアリティの評価（優先順位付け）につ

いては、マテリアリティ・マトリクスによって提示している（別紙-図表 21）。
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別紙-図表 21．マテリアリティ・マトリクス

出所：ユニリーバの Sustainable Living Report 2017（みずほ情報総研が赤枠・赤線・和文を追加）

 開示フレームワーク

 GRIガイドライン第 4版

 先進的な取り組み

 選定された USLP、環境や職場の安全に係るパフォーマンス指標について、独立した第三者（PwC）
による限定的保証を受けている。これは、第三者保証はパフォーマンスやデータの質・正確性・

信頼性の継続的な改善に寄与し、また、当社の意思決定、パフォーマンスのモニタリングやステ

ークホルダーへの進捗報告を行うために正確で厳密なデータが必要であるという考えに基づく

ものである。
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別紙C. フランス

Peugeot 社
① 企業概要 

別紙-図表 22．企業概要
設立年 1896年

事業内容 自動車の製造と販売

事業展開地域 全世界

売上げ 652億ユーロ（連結、2017年）

従業員数 212,000人（2017年）

上場取引所名 ユーロネクスト・パリ

開示媒体の掲載場所 企業のウェブサイト10

② ベストプラクティスとしての選定理由 

 FTSE4Good、Dow Jones Sustainability Indices (2017)等、情報開示内容も評価を行う Indexに選定
されているとともに、RobecoSAM Gold Class Awards 20181も獲得している。

 年次報告書において、事業で直面するマテリアリティ（CSR課題）の特定・優先順位付け、CSR
方針の事業戦略への位置づけ、それらへの取組み、取組み結果まで一連のプロセスを提示して

いる。

 CSR報告書において、次年度以降に開示が求められるビジネスモデルについて詳述するととも
に、全てのステークホルダーに向けて CSR 方針の明確なビジョンと対応戦略を示すために、
各 CSR課題に対する 2035年の野心的な目標を提示している。

③ 調査対象としている報告書 

 法定開示書類： Registration Document including annual financial report 2017（年次報告書）
 任意開示書類： Corporate Social Responsibility Report 2017（CSR報告書）

④ 法定開示内容と任意開示内容の比較 

 ESG報告の観点からの、当社における法定開示書類と任意開示書類の機能の違いは以下の通り
となる。

別紙-図表 23．法定開示内容と任意開示内容の比較
法定開示書類 任意開示書類

対象ユーザー 投資家等 マルチステークホルダー

使用／参照枠

組み

・ 「非財務業績声明（第 2章）」につい

ては、基本的にはグルネルⅡ法（商法）

の枠組み及び GRI 

・ それ以外は各法律の枠組み

グルネルⅡ法の枠組み、GRI 、SASB 

10 https://www.groupe-psa.com/content/uploads/2018/03/Registration_Document_2017_Groupe_PSA_English_version.pdf 
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法定開示書類 任意開示書類

主な機能 事業戦略における CSR 方針を位置づけ

た上で、当社が特定した 23 の CSR課題

について、事業における取組み方針を提

示した上で、実際の取組み内容、その結

果及び今後の方向性を簡潔に提示。

・ 年次報告書に記載されている CSR 方

針の詳細と、同報告書に記載されてい

ないビジネスモデルを提示。

・ 年次報告書に記載されている 23 の

CSR課題への取組みの詳細を提示。

・ 年次報告書に記載されていない、CSR

課題ごとの次年度の目標及び 2035 年

の目標を示すことで、CSRに係る取組

みの今後の方向性を提示。
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⑤ 法定開示書類の目次（Registration Document including annual financial report 2017） 

別紙-図表 24．法定開示書類の目次

出所：プジョー社の年次報告書 2017
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⑥ 法定開示書類の主な内容（Registration Document including annual financial report 2017） 

 商法上の開示要請事項 ※会計年度 2016/2017に適用されるもの

経営報告書における開示要請事項：

 L225-102-1（グルネル II法）

 R225-105-1、R225-105（国務院政令 2012-557号）
 R225-105-I、R225-105-II（首相令 2017-1265号(2017年)）
 L225-37、L225-37-4-6と 8（エネルギー移行法 (2015年)）
 L225-102-4（人権デューディリジェンス法 (2017年)）
※ 当社は 2017 年 9 月以降に開始される会計年度に適用される L. 225-102-1-I、L. 225-102-1-III
（特定の大企業および企業グループによる非財務情報開示に係る委任立法(2017 年)）を考慮
して、当該法で求められる非財務声明も年次報告書に含めている。

 商法に基づく実際の開示の概要

非財務業績声明：「2.Declaration on extra-financial performance (P35～P96)」
非財務業績声明では、リスクやマテリアリティ（CSR課題）の特定・優先順位付け、CSR方針の事
業戦略への位置付け、CSR 課題への対応方針、CSR 課題への取組み内容、取組み結果までの一連
のプロセスと CSR 課題への取組みを担保するガバナンス体制を提示している。具体的には以下の
通りとなる。

 CSR事項のガバナンス体制（P36）
取締役会（マネジメントボード）による CSR事項の監督体制と、取締役会から監査役会（ス
ーパーバイザリーボード）への報告体制を提示している。

 事業で直面するマテリアリティの特定・評価プロセス（P36～P39）
当社が事業で直面している 7つのマクロリスクを特定した上で、各リスクについて、企業が
取り組むべき複数の CSR課題（総計 23個）を提示している（別紙-図表 25）。
当社が事業で直面しているマクロリスクや CSR課題を特定した上で、それらについて、GRI
等の報告基準等に基づいて確認し、ステークホルダーの評価を得た後にリスト化される。その

後、業績にとっての重要性とステークホルダーの期待の重要性によって優先順位付けがなされ

ている（別紙-図表 26）。このようなアプローチにより、当グループにとって重要かつ妥当な課
題を全て特定できるとしている。さらに、これらの各課題について、公平で厳格な優先順位付

けとするため、第三者保証を受けている。
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別紙-図表 25．7つのマクロリスクと 23の CSR課題

出所：プジョー社の年次報告書 2017（みずほ情報総研が赤枠を追加）

別紙-図表 26．マテリアリティ・マトリクス（CSR課題の優先順位付け）

出所：プジョー社の年次報告書 2017（みずほ情報総研が赤枠・赤線・和文を追加）
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 CSR方針をグループの事業戦略に統合（P38）
全ての事業に係る意思決定において考慮されるものとして、CSR方針を提示している。本方
針は、以下の 3つの柱で構成されており、その内容は、責任及び透明性のある事業を行い、企
業の持続可能な成長や長期的な経済的パフォーマンスを達成するために、上記で特定された

CSR課題への対応指針を提示するものである。
サステナブル・モビリティ（ステークホルダーの期待の変化に対応するモビリティソリュ

ーションを開発する社会的責任を踏まえた方針）

ホスト国の経済開発（事業による工場等が所在するコミュニティへの経済・社会的影響を

踏まえた方針）

従業員の資質を最大限に引き出し成功に向けた適切な環境（当社の経済的パフォーマンス

が従業員関連のパフォーマンスに大きく依存していることを踏まえた方針）

本方針は、ステークホルダーとの対話に基づいて作成され、公表したコミットメントを反映

させたものとなっている。

 法定開示事項を踏まえた CSR課題への取組み及びその結果（P40～P89、P93～P96）
CSR課題やその課題へのアプローチ（CSR方針）を提示した上で、事業におけるこれらの課
題への取組み内容、その成果や今後の方向性について文章や数値で記述している。また、それ

らの詳細については CSR報告書に提示している旨に言及している。
これらの取組みの記載箇所とグルネルⅡ法で規定される開示要請事項の対比表を作成し、複

雑な法定開示要請事項を満たしていることを提示している（別紙-図表 27）。なお、来年度以降
にグルネルⅡ法に置き換わって適用される法律との対比関係も別紙-図表 28「Coding of DPEF 
Indicators」において提示している。

 第三者による限定的保証の取得（P90～P91）
商法に則って、前述の非財務業績声明について、独立した第三者（Grant Thornton 社）によ
る限定的保証を受けている。
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別紙-図表 27．開示要請事項と年次報告書における記載箇所の対比表

出所：プジョー社の年次報告書 2017（みずほ情報総研が赤枠・赤線・和文を追加）
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別紙-図表 28．開示要請事項と年次報告書における記載箇所の対比表（続き）

出所：プジョー社の年次報告書 2017（みずほ情報総研が赤枠・赤線・和文を追加）
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エネルギー移行法に基づく気候変動関連の開示：「1.5. Risk Factors (P24～P29)」
 事業、財務状況、収益や将来展望に深刻な影響を与えうるリスク要因として、以下の気候変動

関連リスクを挙げている。

CO2排出も含む環境関連の規制の変化や消費者保護運動家の動向により、市場が構造的に変

化し、製造施設が必ずしも迅速に適応できないリスク

事業立地や気候変動適応関連のリスク

 上記のリスクを挙げた上で、規制への対応以上に、自然災害や気候変動により生じるリスクの

積極的な管理にコミットしている旨述べている。

企業注意義務法に係る情報：「1.6. Vigilance Plan (P33～P34)」
 企業注意義務法に基づき、企業、委託業者やサプライヤーの事業活動により生じうる人権や基

本的自由へのリスクを特定し、それらに係る重大な違反を防止するとともに、衛生と安全を保

証するための合理的な施策を提示している。

 企業活動に起因するリスクの特定については、上述のCSR課題の特定時に実施していること、
委託業者やサプライヤーのリスクの特定については、EcoVadis Rating Frameworkに基づいて実
施していることを述べた上で、本法による開示要請事項について、対応方法等を簡潔に提示し

ている。

コーポレートガバナンスに係る報告：「3. Corporate Governance (P97～P140)」
 AFEP-MEDEFのコーポレートガバナンス・コードの遵守状況（P124）

本コードによる提案事項の遵守状況及び逸脱している提案事項とその理由を提示している。

 監査役会（スーパーバイザリーボード）における多様性方針（P105）
上述のコーポレートガバナンス・コードの 6.2を踏まえ、監査役会（スーパーバイザリーボ
ード）は、オーナーシップの構成・変化や多様性の観点から、監査役会や委員会のメンバーシ

ップバランスの適切性について定期的に調査を行うとしている。

監査役会における多様性確保について、社外取締役か否か、国籍及び性別に係る現状を提示

している。

別紙-図表 29．スーパーバイザリーボードにおける多様性

出所：プジョー社の年次報告書 2017 
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 その他の開示内容

 R&D戦略と CSR方針の統合（「1. Group PSA (P19～P20)」、「4.Analysis of the Business and Group 
Operating Results in 2017 and Outlook (P149～P151)」）
当社の事業戦略である“Push to Pass”における R&D 戦略として“Core Model Strategy”と
“Core Technology Strategy”を位置づけた上で、“Core Technology Strategy”の中で、責任ある持
続可能なモビリティへの需要を満たす多様な技術オプションを顧客に提供するとし、これによ

り、自動車産業に直接的な影響を及ぼす、エネルギー転換等の社会的変化を反映させるとして

いる。

その上で、“Core Technology Strategy”の中で掲げられている 3点の R&Dの戦略的分野の一
つとして、より環境に配慮した自動車の設計と開発を行うことを挙げている。具体的には、GHG
排出量や排気ガスの管理がますます厳しくなる中で、R&D 予算の約半分を環境効率やパフォ
ーマンスの改善に費やすとしている。それにより、内燃機関やパワートレインを改良して CO2

や汚染物質の削減し、フランスのエネルギー転換に対応していくとしている。

当社の CSR方針は、これらの事業戦略と統合されている。

 ESG要素を管理職や取締役の報酬制度へ反映（「3. Corporate Governance (P126～P133)」）
全従業員の変動報酬の 80％に係る評価基準について、経済的パフォーマンスに加えて、CSR
基準として、品質の欠陥率とグループ販売ポイントの推奨率が設定されている。

取締役会（マネジメントボード）議長の変動報酬の 20％に係る評価基準について、主に経済
的パフォーマンスに基づくとしつつ、CSR基準として、職場の安全とグループのトップマネジ
メントにおける女性の割合が設定されている。

 TCFD関連事項（「2.Declaration on extra-financial performance (P89)」）
年次報告書以外の CDP への開示により、TCFD の開示事項を満たしている旨、言及してい
る。

⑦ 任意開示書類の主な内容（Corporate Social Responsibility Report 2017） 

 概要

 本報告書は、年次報告書の非財務業績声明の詳細（CSR課題への取組み内容等の詳細）を記載
すると共に、年次報告書で記載されていない価値創出モデル、CSR課題への取組みに関する将
来のロードマップ（目標等）を提示している。

 主な内容（年次報告書に対しプラスアルファとなる内容）

 CSR課題を事業戦略と価値創出モデル（ビジネスモデル）へ統合（P7～P23）
次年度から年次報告書で開示が求められるビジネスモデルについて、任意開示書類である

CSR報告書で提示している（別紙-図表 30）。
本モデルは、非財務業績が財務業績を促進し、ステークホルダーに価値を創出するという考

えに基づき策定されている。
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別紙-図表 30．価値創出モデル

出所：プジョー社の CSR報告書 2017（みずほ情報総研が赤枠・赤線・和文を追加）

 各ステークホルダーへ創出される経済・財務、社会、環境的価値（P26～P35）
価値創出モデルを踏まえ、事業を通して、各ステークホルダー（投資家・株主、顧客、従業

員、サプライヤー・パートナー、ホスト国と市民社会、環境）に対して創出する価値の詳細に

ついて、以下別紙-図表 31及び文章にて提示している。
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別紙-図表 31．事業を通して各ステークホルダーへ創出される価値

出所：プジョー社の CSR報告書 2017（みずほ情報総研が赤枠・赤線・和文を追加）

 23の CSR課題に係る取組み、その結果及び今後の目標の詳述（P36～P277）
年次報告書に記載されている 23の CSR課題に係ると取組みやその結果を詳述している。
年次報告書に記載されていない、各 CSR 課題に係る今年度のターゲットと実績、来年度の
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ターゲットが記載されている。これらは、Sustainable Development Departmentやその他の関連
部署が共同で策定したものとなる。

今年度は、全てのステークホルダーに対してCSR方針の明確なビジョンを提示するために、
既に公表されている 2020年～2025年の中期的な目標に基づき、長期的なロードマップを策定
していることを述べた上で、当該ロードマップにおける 2035 年に向けた野心的な目標を詳述
している。参考として、23 の CSR 課題の中でも、最も重要な 6 つの戦略的 CSR 課題につい
て、2035年の目標を提示した表を以下別紙-図表 32で提示する。
将来の方向性を示したロードマップの管理・更新は執行委員会のメンバーが主導するとして

いる。

別紙-図表 32．戦略的 CSR課題に係る 2035年の目標

出所：プジョー社の年次報告書 2017（みずほ情報総研が赤枠・赤線・和文を追加）
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 開示フレームワーク

 法定開示の枠組み、GRIガイドライン第 4版及び SASBを参照して作成している。また、報告
内容と UNグローバルコンパクト、国連持続可能な開発目標（SDGs）、ISO26000基準や SASB
基準（自動車）との対比表も添付資料に含めており、開示資料の比較可能性を確保している

（P295～P298）。例として、以下別紙-図表 33に SASB基準に係る対比表を提示する。

別紙-図表 33．SASB基準と CSR報告書における記載箇所の対比表

 出所：プジョー社の年次報告書 2017（みずほ情報総研が赤枠・赤線・和文を追加）

 先進的な取組み

 任意開示資料である CSR報告書についても、独立した第三者（Grant Thornton社）による限定
的保証を得ている。
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別紙D. ドイツ

Addidas 社
① 企業概要 

別紙-図表 34．企業概要
設立年 1949年
事業内容 スポーツ用品（靴、アパレル、他）

事業展開地域 全世界

売上げ 212億ユーロ
従業員数 56,888人（2017年）
上場取引所名 フランクフルト取引所

開示媒体の掲載場所 企業のウェブサイト

② ベストプラクティスとしての選定理由 

 Dow Jones Sustainability Indices (2017)等、情報開示内容も評価を行う Indexに選定されている。
 当社の持続可能なビジネス戦略とされている“Sustainability roadmap toward 2020”を企業のミッ
ションや事業戦略に位置付けた上で、サステナビリティ課題への取組み方針、取組み内容、取組

み結果等を文章や KPI等を用いて分かり易く提示している。

③ 調査対象としている報告書 

 法定開示書類：Addidas Annual Report 201711（統合報告書）

④ 法定開示書類の概要 

法定開示書類である Addidas Annual Report 2017（統合報告書）の概要は以下の通りとなる。

別紙-図表 35．法定開示書類の概要
法定開示書類

対象ユーザー 投資家等

使用／参照枠

組み

非財務業績声明については、GRI 

主な機能 当社の持続可能なビジネス戦略である“Sustainability roadmap toward 2020”への取組
み方針と今年度の取組み結果を提示。

11 https://www.adidas-group.com/media/filer_public/6a/69/6a690baa-8430-42c5-841d-d9222a150aff/annual_report_gb-
2017_en_secured.pdf 



D-44 

⑤ 法定開示書類の目次（Addidas Annual Report 2017） 

別紙-図表 36．法定開示書類の目次

出所：アディダス社の年次報告書 2017
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⑥ 法定開示書類の主な内容（Addidas Annual Report 2017） 

 商法上の開示要請事項 

状況報告書（経営報告書）における開示要請事項

第 289条(3)（第 315条(1)④）、第 289c条、第 289d条、第 289f条(2)(6) 

 商法に基づく実際の開示の概要

非財務声明（一般）：「2. Group Management Report -Our Company-(P62～P100)」

 サステナビリティ課題を組み込んだ企業ミッションと事業実施枠組み（P88～P95）
企業ミッションである「世界においてベストなスポーツ企業になる」において、持続可能な方

法で製品の設計、製造及び販売を行うことを掲げている。このような持続可能な事業を推進する

ために、事業戦略に基づき“Sustainability roadmap toward 2020”を策定している。これらの取組
みを踏まえ、株主の期待と、従業員や顧客のニーズ、サプライチェーン上の労働者及び環境事項

とを両立させて、責任あるビジネスを行うことで、持続的な経済的成功につなげるとしている。

上記を踏まえ、サステナビリティ課題へのアプローチとしては、スポーツを行う場とともに地

球・人々を危険にさらす課題に対応することを掲げている。

 “Sustainability roadmap toward 2020”におけるマテリアリティの特定方法とそのガバナンス体制
（P88）
事業、ステークホルダーや将来の課題となる最も重要なトピックに確実に取り組むとした上

で、それらのトピックの特定、及び透明性の強化のために、ステークホルダーの関与を得ている

としている。また、マテリアリティの優先順位付けについては、専門家や関係部署と協議を行っ

た上で業績にとっての重要性とステークホルダーにとっての重要性に加え、当社がマテリアリ

ティトピックに与える影響を考慮して実施するとしている。なお、今年度に実施したマテリアリ

ティの更新により、“Sustainability roadmap toward 2020”の目標を再確認している。
サステナビリティに係る取組みのガバナンス体制として、関係部署の長からなるスポンサー

ボードが監督を行うとしており、重要事項や意思決定関連事項は、執行役員等に定期的に報告す

るとしている。

 “Sustainability roadmap toward 2020”を踏まえたサステナビリティ課題への取組み方針と結果
（P89～P99）
“Sustainability roadmap toward 2020”を踏まえ、以下のサステナビリティ課題（マテリアリテ

ィ）ごとに、方針と今年度の取組み結果について、主要な KPI に言及しながら記述している。
例えば、以下の事項について記述している。

製品の安全性、環境影響（気候変動）、温室効果ガス排出量、事業サイトの環境課題（水資

源、廃棄物及びエネルギー）、サプライチェーン上の環境課題、持続可能な原材料とプロセ

ス、化学物質管理、サプライチェーン上の公正な労働環境（人権を含む）

KPIの例としては、スコープ 1及び 2の CO2削減量、従業員あたりの水消費削減量、有機
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フッ素化合物不使用の製品割合がある。

サプライチェーンの課題に関しては、人権尊重に係る責任と社会的責任を果たすために必要

な手順を踏んでいることを示すために、デューディリジェンスを含む以下の対応について言及

している。

 ILO（人権や雇用環境）等の国際的な基準に沿った当社のサプライチェーンに係る行為規則
により、主要なビジネスパートナーとの契約において、その従業員の衛生・安全及び環境

的健全性を持つ、確実な工場の運営を義務付けている。

上記を踏まえ、サプライヤーの公正さ、衛生的・環境的健全性を有する職場環境の整備状

況を確認する（デューディリジェンスを行う）ための指標として、以下の 2 つの指標を策
定している。その上で、それらの指標の遵守状況に係る調査（デューディリジェンス）の

実施方法・進捗状況・結果・結果に対する対処について詳述している。

 環境の遵守指標（E-KPI）：一次サプライヤー等の環境パフォーマンス指標であり、エネ
ルギー、水資源及び廃棄物の削減量（原単位）のこと。

 社会的遵守指標（C-KPI）：人権尊重等の社会的事項に係る指標

 事業戦略の基礎として人材戦略を位置付け（P62, P81～P87）：
企業戦略において掲げているブランドイメージの大幅な向上による市場シェアの拡大や収益

の向上の下、従業員のパフォーマンス、満足度及び知識が企業のブランドイメージ、顧客の満足

度、そして最終的には財務パフォーマンスにつながるという考えから、事業戦略の中で、人材戦

略（People Strategy）を不可欠なパーツとして位置づけている。
上記の考えを踏まえ、人材戦略においては、4本の柱である「必要な資質のある人材の採用及
び維持：企業への参加と勤続の動機付け」、「ロールモデル（模範）となるリーダーシップ：従業

員を動機づけするロールモデル」、「多様性と共生：新しく多様な考えの取り込み」、及び「文化：

違いを生み出す創造的な環境」を掲げた上で、それぞれの柱の施策内容と成果について述べてい

る（別紙-図表 37）。
従業員事項の KPI としては、従業員エンゲージメント及び雇用者ランキングを挙げている。
その背景は以下の通りとなる：

従業員エンゲージメント：企業のミッションである「世界一のスポーツ用品企業になる」

は、顧客中心の組織になるとともに、事業活動の中心に従業員を置くことで達成しうると

していることから、本指標を選定している。

雇用者ランキング：選ばれる雇用者になることで、業界を主導する人材の採用、維持、活

躍が可能となり、企業の成功や発展を持続させることができるという考えから、本指標を

選定している。
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別紙-図表 37．人材戦略（People Strategy）

出所：アディダス社の年次報告書 2017（みずほ情報総研が赤枠・線・和文を追加）

上記人材戦略の 4本柱のうち「多様性と共生：新しく多様な考えの取り込み」においては、企
業の成功には、様々な考え、強み、関心事、文化的背景を持つ多様な従業員と個人が必要である

とし、実際に、当社が持つ従業員の多様性が、世界中の顧客の多様なニーズを満たすことに貢献

していると述べている。

 スーパーバイザリーボード及びマネジメントの多様性方針等（P86～87）：
多様性のあるリーダーシップのあるチームは、企業の成功に向けた比較優位になり推進力に

なるという考えの下、多様性に係る方針の説明をした上で、以下の通り、その報告年度の目標、

実施の成果、及び今後の目標を以下別紙-図表 38の通り提示している。なお、従業員の性別割合
についても別紙-図表 39の通り提示している。

別紙-図表 38．スーパーバイザリーボード及びマネジメントの多様性目標

出所：アディダス社の年次報告書 2017（みずほ情報総研が赤枠・線・和文を追加）
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別紙-図表 39．従業員の性別構成

出所：アディダス社の年次報告書 2017

非財務文書（内部統制とリスクマネジメント）：「3. Group Management Report –Financial Review-(P102
～P148)」

 企業業績評価への非財務指標の組み込み（P102～P106）
株主の価値を向上させるために、現状の業績評価や将来の戦略的投資との整合性を図るツー

ルとして、財務指標に加え、非財務指標も設定している。非財務指標は、企業の長期的な成功の

ために重要な分野における進捗を図るものとした上で、消費者、従業員やサステナビリティに係

る指標を提示している。

とりわけ重要な非財務指標として、消費者のブランド認知度・好感度・購入意欲などを計測す

る Net Promoter Score (NPS)を挙げている。これは、強いブランドの創出を通したブランドの好
感度の維持・向上は、利益向上の維持・推進のために、重要であるという考えに基づくものであ

る。

 非財務リスクとリスク・機会のマネジメント枠組み（P131～P145）
事業における非財務関連のリスクとして、以下 3点を挙げている：
消費者需要リスク：スポーツ用品業界の成功は、消費者ニーズやトレンドの変化の予測や

それへの迅速な対応を行う能力に大きく依存していることから、消費者需要リスクを主要

なリスクとして記載している。対応方法については、消費者ニーズに係るリサーチツール

による分析やダイレクトコミュニケーション等について説明している。

人材リスク：企業の戦略的・財務的な目標の達成は従業員やその資質に大きく依存するこ

とから、人材リスクを主要なリスクとして記載。対応方法については、上記の人材戦略を
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用いて記述している。

腐敗・贈収賄リスク：取締役会（マネジメントボード）及び従業員がビジネス行為規則や

基準を遵守しないリスクがあるとして、本リスクを主要なリスクとして記載。対応方法に

ついては、自社の公正な業務に係るコンプライアンス・フレームワークを用いて記述して

いる。 

以下の別紙-図表 40の通り、リスクと機会のマネジメント体制とプロセスを提示している。監
査役会（スーパーバイザリーボード）がリスクと機会のマネジメント体制に係る効果のモニタリ

ング責任を有する。取締役会（マネジメントボード）はリスクと機会のマネジメント体制構築の

責任を負い、各リスクと機会の管轄部署がそれらのマネジメント責任を持つ。本体制を踏まえ、

リスクと機会の特定、評価、対応及びモニタリングと報告のプロセスを説明している。

別紙-図表 40．リスクと機会の管理制度とプロセス

        出所：アディダス社の年次報告書 2017

 マネジメントによる業績、リスク・機会及び見通しに係る評価における非財務事項への言及

（P146）
18 回連続でダウジョーンズ・サステナビリティ・インデックス（DJSI）に選定されたことを

通して、自社の人権、サプライチェーンマネジメント、環境政策などの基準において、業界でベ

ストであることを述べている。

従業員のフィードバックは世界クラスの労働環境整備に重要な役割を果たすという考えの下、

上述した「従業員エンゲージメント」指標に係る調査である People Pulseを 2017年に開始し、
今後も拡大していくと言及している。

上記事項により、サステナビリティ課題や従業員事項に関する経営層のコミットメントが強
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いことを示唆していると考えられる。

 その他の開示事項

 CEOからのレター（P18）において、製造、サプライヤー管理から店舗コンセプト開発まで、事
業のほぼすべての側面において、サステナビリティを統合していることが言及されており、サス

テナビリティ課題への取り組みへのコミットメントを提示している。

 商法に則って、非財務文書に関して、独立した第三者（KPMG）から限定的保証を受けている。
なお、限定的保証を受けている記述に関しては「」で明記されている。

 非財務情報の開示枠組みとしては、GRI ガイドラインを使用している。また、非財務文書の内
容、それ以外の報告書の内容、及びウェブサイトの情報を合わせると、GRI G4 コアオプション
を満たしている。

 株式法上の開示要請事項 

ウェブサイト上の開示要請事項

第 161条(1)（コーポレートガバナンス・コードの遵守状況）

 株式法に基づく実際の開示の概要

（コーポレートガバナンス報告書 P33～P38）
 CEO 及び監査役会議長の名の下で、コーポレートガバナンス・コードへの遵守状況及び不遵守
事項に係る理由ついて、コーポレートガバナンスに係る宣誓の中で提示している。なお、株式法

に基づき、本宣誓はウェブサイト上でも公開されており、そのリンク先が提示されている。

⑦ 任意開示の主な内容 

 アディダス社は統合報告であるため、本項に係る記載事項はない。
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別紙E. デンマーク

Carlsberg 社

① 企業概要 

別紙-図表 41．企業概要
設立年 1847年

事業内容 ビール醸造会社

事業展開地域 全世界 150カ国以上

売上げ 618億 DKK（2017年）

従業員数 41,430人（2017年）

上場取引所名 ナスダックコペンハーゲン

開示媒体の掲載場所 企業のウェブサイト

② ベストプラクティスとしての選定理由 

 デンマーク会計士組織等の連合による CSR 報告賞 2017（サステナビリティ戦略と SDGs の連
携と SDGsへの貢献プロセスの明示）を受賞している。

 当社のサステナビリティ戦略である“Together Towards ZERO”をビジネスモデルと事業戦略に統合し、

同戦略の成果を図るターゲット（計測可能な目標）が設定され、その取組みの透明性や実効性を担保

するガバナンスやリスクマネジメント体制が整備されている。

③ 調査対象としている報告書 

 法定開示書類：Carlsberg Group Annual Report 2017（年次報告書 2017）
 任意開示書類：Sustainability Report 2017 –Together Towards Zero-（サステナビリティ報告書 2017）

④ 法定開示内容と任意開示内容の比較 

別紙-図表 42．法定開示内容と任意開示内容の比較
法定開示書類 任意開示書類

対象ユーザー 投資家等 投資家及びその他のステークホルダー

使用／参照枠

組み

財務諸表法 GRI、財務諸表法、UNグローバルコンパ

クト

機能 当社のサステナビリティ戦略である

“Together Towards ZERO”のビジネスモデ

ルと戦略への位置づけを説明し、それへ

の取り組みが事業リスクの軽減と事業自

体の強化につながるという価値創出の全

体像を提示している。その上で、詳細はサ

ステナビリティ報告書を参照するように

誘導している。

年次報告書に記載されている“Together 

Towards ZERO”の説明*及び取組み状況と

今後の取組みについて詳述している。

*ビジネスモデルと事業戦略における

位置づけ、目的、マテリアリティの特

定・評価・更新、ガバナンス・リスク管

理体制、主要な 4つの目標、ターゲット
（計測可能な目標）等
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⑤ 法定開示書類の目次 

別紙-図表 43．法定開示書類の目次

       出所：Carlsberg社の年次報告書 2017

⑥ 法定開示書類の主の内容（Carlsberg Group Annual Report 2017） 

 財務諸表法上の開示要請事項 

経営報告書等における開示要請事項：

財務諸表法：第 99a条(2)(3)、第 99b条(1)～(4)、第 107b条、第 107c条

 財務諸表法に基づく実際の開示の概要

 当社の上位目標、ビジネスモデルと事業戦略に当社のサステナビリティ戦略である“Together 
Towards ZERO”を統合（経営報告書 P30～P31）

CEOのメッセージ（P4）において、当社のビジョンである“Brewing for a better today and tomorrow”
の“for a better tomorrow”は当社のサステナビリティ戦略である“Together Towards ZERO”によって
支えられている旨言及している。

その上で、持続可能で費用効率の良いビジネスモデルを目指していくとし、現状のビジネスモ
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デルを提示している（別紙-図表 44）。本ビジネスモデルを踏まえ、当社の事業戦略である“SAIL 
22”において、株主に提供する経済的価値を向上させるために掲げられた 3 つの優先事項
（“Strengthen the core (コアビジネスの強化),”“Position for growth (戦略的成長),”“Create a winning 
culture (勝つ文化の創出)”）のうち“Create a winning culture”において、“Together Towards ZERO”
を明確に位置付けている（別紙-図表 45）。

“Together Towards ZERO”は、2017年に策定された当社のサステナビリティ戦略である。本戦略
において、事業リスクを軽減するとともに、事業自体を強化するために、4つの主要な目標（CO2

排出ゼロ、水の無駄遣いゼロ、無責任な飲酒ゼロ、職場事故ゼロ）を掲げ、それぞれにターゲッ

ト（計測可能な目標）を設定している。

上記を記載した上で、財務諸表法に基づく更なる開示は、Sustainability Report 2017に記載して
いる旨を記述している。

※ デンマークにおいて、財務諸表法に基づく非財務情報の開示は、経営報告書以外でも対応が

可能となっている。具体的には、経営報告書の中でそれらの文書に言及することを前提とし

て、年次報告書の補足的文書、もしくは企業のウェブサイトでの開示を認めている。よって、

当社は、経営報告書の中で、Sustainability Report 2017に言及した上で、ウェブサイトに掲載
されているサステナビリティ報告書 2017 において、財務諸表法に基づく非財務情報の開示
を行っている。

別紙-図表 44．ビジネスモデル

出所：Carlsberg社の年次報告書 2017 

 当社の事業戦略である“SAIL 22”の 3つの優先事項に従業員事項を統合（P30）
“Together Towards ZERO”と同様に事業戦略である“SAIL 22”の優先事項の一つである“Create a 

winning culture”において、従業員事項が明確に位置づけられている。
具体的には、“winning culture”はチームで協働してパフォーマンスを生み出していくことであ

るとした上で、その枠組みに基づき、業績評価、研修や能力開発等が実施されていること等が述
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べられている。

別紙-図表 45．事業戦略“SAIL 22”の３つの優先事項と“Together Towards ZERO”の位置づけ

出所：Carlsberg社の年次報告書 2017（みずほ情報総研が赤枠・赤線・和文を追加）

 監査役会が責任を持つリスクマネジメント体制と次年度の主要なリスク（P32～P33）
監査役会（スーパーバイザリーボード）がリスクマネジメントに係る最終的な責任を有し、執

行委員会が事業の関連する全体的なリスクの影響度のレビューに係る責任を負うとした上で、リ

スクマネジメントに係る詳細な体制や手順について提示している。

次年度（2018年）に向けて特定された高リスク事項とその軽減策も記載している。

 監査役会の多様性方針（P35～P36）
監査役会の考えである「監査役会メンバーは能力で選ばれるべきであるが、経験、文化、国籍

（国際的な経験）やジェンダーに係る多様性の利益を認識している」を提示した上で、国籍と性

別に係る割当目標値を提示している。

シニアマネジメントにおいて少数となっている女性の割合を引き上げるための方針と行動計

画を策定したことを述べた上で、2017に実行された活動について提示している。

 コーポレートガバナンス・コードの遵守状況（P34）
遵守しているコード（デンマーク・コーポレートガバナンス委員会のもの）を提示した上で、

低減の遵守状況、遵守していない提言とその理由を提示している。

 その他の開示内容

 ESG要素を執行役員の報酬制度に組み込み（P40～P44）
執行役員の年次賞与について、当社のサステナビリティ戦略である“Together Towards ZERO”に
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係る取組が含まれている Strategic Prioritiesを評価基準に含めていることを提示している。

⑦ 任意開示内容（Sustainability Report 2017） 

 概要

 デンマーク財務諸表法の要請事項に基づく開示であり、かつ国連グローバルコンパクトの 10原
則に係る実施の進捗状況を報告するものとなっている。

 年次報告書に記載されている当社のサステナビリティ戦略である“Together Towards ZERO”の概
要に対する詳細事項を提示している。具体的には、 “Together Towards ZERO”自体の詳細な説明
（ビジネスモデルと事業戦略における位置づけ、目的、マテリアリティの特定・評価・更新、ガ

バナンス・リスク管理体制、主要な 4つの目標等）をした上で、各目標について、ターゲット（計
測可能な目標）、貢献する SDGsと貢献方法、目標への取り組み方針、2017年度の取組結果、今
後の取り組みを視覚的に分かり易く提示している。

 主な開示内容（年次報告書に対しプラスアルファとなる内容）

 “Together Towards ZERO”の策定プロセス及びマテリアリティの特定・評価プロセス（P5）
年次報告書と同様に当社のサステナビリティ戦略である“Together Towards ZERO”の事業戦略
における位置づけを説明している。その上で、2016 年に当社の事業にとっての重要なサステナ
ビリティに係るマテリアリティトピック、リスクと影響を特定するために実施された、マテリア

リティ評価を踏まえ、2017年に“Together Towards ZERO”が策定されたことなど記述している。
マテリアリティ評価においては、ステークホルダーの意見も得て実施しており、事業への影響

度合いとステークホルダーにとっての重要性により優先順位付けを行っている。なお、以下のマ

テリアリティ・マトリクスは、2016 年のサステナビリティ報告書に掲載している旨記述してい
る。
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別紙-図表 46．マテリアリティ・マトリクス

出所：Carlsberg社のサステナビリティ報告書 2016（みずほ情報総研が赤枠・赤線・和文を追加）

 サステナビリティ・パフォーマンスの管理を通常の事業のガバナンスとリスクマネジメント体

制へ統合（P6）
サステナビリティ・パフォーマンスに係るガバナンス体制は、通常の事業のガバナンス体制

と同様に、その責任は執行委員会が持ち、監査役会（スーパーバイザリーボード）が監督を行

うガバナンス体制を提示している。

サステナビリティに係るリスクマネジメントについても、年次報告書に記載されている通常

のリスクマネジメントに統合されている。

以上より、サステナビリティ課題への取り組みの実効性を担保する体制が整備されていると

考えられる。

  “Together Towards ZERO”において SDGsを踏まえた 2022年及び 2030年に向けた目標を設定
（P7～P9）

“Together Towards ZERO”は、専門家と協働して、科学的根拠に基づく手法により策定されて
おり、SDGsの目標にも合わせた極めて野心的なプログラムであるとしている。さらに、
“Together Towards ZERO”の 4つの主要な目標（CO2排出ゼロ、水の無駄遣いゼロ、無責任な飲

酒ゼロ、職場事故ゼロ）のうち「CO2排出ゼロ」については、パリ協定よりさらに野心的な目

標である、1.5℃目標（産業革命以前と比較して今世紀末までに地球温暖化を 1.5℃に抑える）
と整合を持たせて設定されている。

“Together Towards ZERO”により、事業のリスクの低減及び事業の強化を行うとともに、社会
へ貢献も行うとし、その事例を提示している。
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 “Together Towards ZERO”のターゲット（計測可能な目標）を設定及び取組みの詳細（P10～
P43）
上記“Together Towards ZERO”の 4つの主要な目標ごとに、2022年と 2030年に向けた計測可
能なターゲット（計測可能な目標）、貢献する SDGsと貢献方法、目標への取り組み方針、2017
年度の取組み結果、今後の取組みについて詳述している。

 上記“Together Towards ZERO”の 4つの目標以外の取組み（P44～P50）
上記“Together Towards ZERO”の 4つの目標でカバーしていないが、財務諸表法の要請事項で
ある、人権尊重、贈収賄・腐敗防止策、責任ある調達や製品の質と安全に係る事項について記

述している。

 独立した第三者による限定的保証の取得（P78～P79）
財務諸表法の規定を踏まえ、選定された指標に関して、独立した第三者（PwC）から限定的
保証を受けている。

 開示フレームワーク

 GRI、財務諸表法、及び国連グローバルコンパクト

 先進的な取り組み

 事業戦略に明確に位置づけられているサステナビリティ戦略（“Together Towards ZERO”）におい
て、その目標やターゲット（計測可能な目標）を SDGs に合わせて設定している（設定した目標
を SDGsに関連付けるという形でなく、SDGsに貢献するように目標やターゲットを設定してい
る）。


